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1．アンケート調査の概要 

 

1-1 アンケート調査の目的 

取手市においては、小中学校の統廃合や公共施設の老朽化などにより、学校跡地などの公有用地

の跡地が生じている状況であるため、これらの公有用地の跡地の利活用方策を検討し、有効な土地

利用を図っていくことが重要となる。 

本アンケート調査は、これらの公有用地の跡地の利活用に関する市民意向を把握し、公有用地利

活用計画を策定する際の基礎資料とすることを目的として実施した。 
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1-2 実施内容 

実施内容は以下の通りである。 

 

（1）調査方法 

調査区域は、特定の公有用地の跡地に関してではなく、市内の公有用地の跡地利活用全般に関す

る市民意見を把握するため、取手市全域とした。 

調査対象者は平成 27 年７月時点の住民基本台帳から、20 歳以上の市民 2,500 人を無作為抽

出した。 

調査方法は、郵送送付・郵送回収とした。 

 

（2）アンケート調査票の作成 

調査票の内容については、跡地利活用検討の認知度や関心度、跡地利活用に関する意向、民間資

本の導入可能性に関する意向などを把握するものとした。 

 

（3）集計・分析 

単純集計及びクロス集計を行い、調査結果の分析を行った。 

 

 

図 アンケート実施手順 

 

1.調査方法の決定 

・対象者抽出（2,500人） 

・実施方法（配布・回収方法） 

2.アンケート調査票の作成 

・跡地利活用検討の認知度・関心度 

・跡地利活用に関する意向の把握 

・民間資本の導入可能性に関する意向の

把握 

3.集計・分析 
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2．アンケート調査設計 

アンケート調査の実施目的・趣旨を踏まえて、調査項目を以下のように設定した。 

配布したアンケート調査票を次頁以降に示す。 

 

表 調査項目と設問趣旨 

組み立て 設問内容 設問のねらい 

□属 性 
性別、年齢、職業、生活行動、 

居住地域 等 

・回答者の個人属性の把握 

・市全体と個別地域それぞれにおける意向

等の把握に活用 

１．公有用地の利活

用方策の検討に

関する認知度・

関心度 

問１：跡地利活用の検討の認知度 
・認知度や関心度の違いによるニーズや考

え方を把握 問２：跡地利活用の検討への関心度 

２．公有用地跡地の

利活用のニーズ 

問３：公有用地の利活用を図ってい

くにあたり、目指すべき方向

性 

・市民が公有用地の跡地利活用に対して、

どのような方向性を望んでいるかを把握 

・まちの活性化のために跡地に持たせるべ

き機能に関する市民意向を把握 

・跡地利活用の方向性や跡地の用途の検討

に活用 

問４：公有用地の跡地に持たせるべ

き機能 

問５：類似施設として現在利用して

いる施設 

・施設の需要の把握と、利用需要の変化を

把握 

３．民間資本の導入

の検討 

問６：民間資本を導入することにつ

いての考え 

・効率的・効果的な行政運営、所有財産の

縮減による行政のスリム化などの観点か

ら、民間資本の導入可能性に関する市民

意向を把握 

・将来的に整備された施設の管理・運営主

体、管理・運営に要する費用負担に関す

る市民意向を把握 

問７：市が公有用地の用途を限定し

た上で、民間資本を導入する

ことについての考え 

問８：将来的に整備された施設の管

理・運営主体についての考え 

問９：将来的に整備された施設の管

理・運営に要する費用負担に

ついての考え 
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【アンケート原票】 
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3．アンケート調査結果 

 

3-1 回収状況 

市民アンケートは、無作為抽出した 20 歳以上の市民 2,500 人に郵送で配布し、郵送による回

答を依頼した。その結果、1,153通の回答があり、回収率は46.1％となった。 

＜配布・回収の期日等＞ 

・配 布 日：平成27年8月7日（金） 

・回答期限：平成27年8月26日（水）（消印有効） 

 

3-2 アンケート調査結果の総括 

（1）結果総括 

市民アンケート結果を総括すると、以下のとおりとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・2,500 通の発送に対し 1,153 通の回答（46.1％）があり、60 歳代以上の回答率が高い傾向

が見られ、特に60 歳代の回答率が高い。 

・概ね8 割が公有用地の跡地の存在を認知しており、跡地利活用に関心を持っている。 

・目指すべき方向性の 1～3 位の集計では、「心をつなぐ温もりのあるまちづくり（高齢者福祉の

充実、子育て支援・尐子化対策）」が 73.9％と最も高く、次いで「安心して住みやすい魅力あ

るまちづくり（緑地・公園の充実、防災対策の充実）」が62.6％となっている。 

・公有用地跡地に持たせるべき機能では、「高齢者向け福祉施設」が 44.7％を占め、次いで「公

園や広場」29.2％、「子育て支援施設」29.0％、「地域の防災拠点となる施設」27.4％、「大規

模な店舗」25.7％、「地域活動や交流、生涯学習のための施設」25.5％と続いている。 

・利用頻度が高い施設は、「週1 回程度」以上の利用が８割を占める「商業店舗」や、「ほぼ毎日」

の利用が 38.1％を占める「子育て支援施設」などが挙げられる。「高齢者向け施設」、「地域の

運動・スポーツ施設」、「地域活動や交流、生涯学習のための施設」、「文化施設や図書館」も概

ね「2 週間に1 回程度」以上利用されている。 

・民間資本を導入（売却又は賃貸）することについては、概ね７割（70.6％）の理解が得られて

いる。 

・市が公有用地の用途を限定する場合は、民間資本を導入することについての理解は７割強

（73.3％）へと上昇している。 

・将来的に整備された施設の管理・運営主体は「民間事業者が管理・運営すべき」が 38.6％で、

「市が管理・運営すべき」の 34.8％を若干上回っている。 

・管理・運営に要する費用負担は、施設利用者や民間事業者が負担すべきとの回答が 60.8％を占

め、市以外の主体が管理・運営に要する費用を負担することに一定の理解が得られている。 
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男性,
45.5%

（525）女性,
53.1%

（612）

無回答,
1.4%

（16）

N=1153

20歳代,
4.3%

（50）

30歳代,
10.6%

（122）

40歳代,
13.6%

（157）

50歳代,
13.4%

（155）

60歳代,
28.9%

（333）

70歳以上,
28.0%

（323）

無回答,
1.1%

（13）

N=1153

 

（2）回答者属性 

アンケート回答者は、60歳以上で56.9％を占めている。 

配布票数の割合に対する回答者数の割合でも60歳以上が高く、特に60歳代の方の回答率が高

くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.6%
(9779)

4.3%
(50)

13.9%
(12866)

10.6%
(122)

16.9%
(15661)

13.6%
(157)

13.5%
(12453)

13.4%
(155)

20.5%
(18946)

28.9%
(333)

24.6%
(22793)

28.0%
(323)

1.1%
(13)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（市全体の）

年代別人口

回答者の年齢

２０歳代 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 ７０歳以上 無回答

N=1153

N=92,498

（H27年7月）

 

 

 

 

 

▲ 回答者の性別 

▲ 回答者の年代構成 

▲ 回答者の年代 
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普段良く行く場所は、「スーパー・商店など」が 73.1％を占めており、次いで「職場」38.9％

となっている。「病院」は約 20%、「公民館・地区施設」、「図書館など公共施設」は 20％弱とな

っている。 

 

38.9%（439）

4.8%（54）, 4.8%

20.5%（231）, 
20.5%

73.1%（825）

16.8%（190）, 
16.8%

17.4%（196）, 
17.4%

7.1%（80）, 7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職場（パート・アルバイト先含む）

学校

病院

スーパー・商店など

公民館・地区施設（習い事など）

図書館など公共施設

その他 N=1128（無回答除外）

 

 

 

 

 

回答者が住んでいる地域の割合は、概ね市全体の地域別人口と同程度の比率となっている。 

 

9.4%

（8690）

13.0%

（150）

16.4%

（15157）

15.0%

（173）

3.2%

（2926）

3.0%

（35）

10.0%

（9255）

10.1%

（117）

11.5%

（10649）

10.0%

（115）

9.1%

（8379）

8.6%

（99）

10.7%

（9911）

11.3%

（130）

5.6%

（5197）

4.6%

（53）

4.8%

（4447）

3.6%

（41）

2.2%

（1999）

1.7%

（20）

12.6%

（11667）

13.2%

（152）

4.6%

（4257）

4.8%

（55）

1.1%

（13）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（市全体の）

地域別人口

回答者が住ん

でいる地域

取手地域 白山地域 東部地域 井野地域 寺原地域 稲戸井地域 戸頭地域

高須地域 久賀地域 山王地域 相馬地域 六郷地域 無回答

N=1153

N=92,534

（H27年4月）

 

 

 

▲ 回答者が普段よく行く場所 

▲ 回答者が住んでいる地域 
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（3）結果概要 

公有用地跡地の利活用に関する認知度・関心度は高く、温もりのあるまちづくり（高齢者福祉、

子育て支援・尐子化対策の充実）、魅力あるまちづくり（緑地・公園、防災対策の充実）が多く求

められている。 

 

79.0% 20.2% 0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っていた 知らなかった 無回答

N=1153問１．公有用地跡地に関する認知度

83.8% 14.0% 2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない 無回答

N=1153問２．公有用地跡地利活用に関する関心度

13.1% 8.6% 12.9% 21.7% 34.5%

2.6%

6.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

水と緑を育み環境にやさしいまちづくり 美と文化を創る心豊かなまちづくり

地域が活性化する産業が躍動するまちづくり 安心して住みやすい魅力あるまちづくり

心をつなぐ温もりのあるまちづくり みんなでつくる自主自立のまちづくり

効果的効率的な行政運営

N=1097問３．公有用地の利活用を図るにあたって目指すべき方向性（１位回答のみ）

4.1%（46）

4.2%（47）

25.7%（287）
7.2%（80）

6.9%（77）
2.2%（25）

29.0%（323）

19.2%（214）

29.2%（326）

44.7%（498）

27.4%（305）

21.7%（242）

25.5%（284）

18.2%（203）

17.6%（196）

3.8%（42）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校
私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設
地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

N=1115

問４．公有用地跡地に持たせるべき機能（３つまで回答可）

 

▲ 主な単純集計結果（1/2） 
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民間資本の導入（売却又は賃貸）については、概ね7割の理解がみられる。また、市が用途を限

定する場合には、民間資本の導入への理解が更に高まる。 

将来的に整備された施設の管理・運営主体については市と民間事業者とに意見が二分されている

が、管理・運営に要する費用負担は施設利用者又は民間事業者が負担すべきという意見が多い。 

16.6% 16.9% 37.1% 18.4% 7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

民間に売却、賃貸しても良い

民間への売却は避けるが賃貸は良い

必要部分は公共利用、他は民間に売却、賃貸しても良い

市が所有し、公共的な用途として使う

わからない

その他

無回答

N=1153問６．民間資本の導入について

42.8% 30.5% 11.9% 9.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

用途限定なら、民間に売却、賃貸しても良い

用途限定でも民間への売却は避けるが賃貸は良い

用途限定でも市が所有し、民間に売却、賃貸しない

わからない

その他

無回答

N=1153問７．市が用途を限定する場合の民間資本の導入について

34.8% 7.2% 38.6% 11.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市が管理・運営すべき 市民が運営・管理すべき

民間事業者が管理・運営すべき わからない

その他 無回答

N=1153問８．管理運営について

14.7% 31.7% 29.1% 13.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市税で負担すべき 施設利用者が負担すべき 民間事業者が負担すべき

わからない その他 無回答

N=1153問９．管理運営の費用について

 

▲ 主な単純集計結果（2/2） 
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3-3 アンケート調査結果詳細 

（1）公有用地の利活用方策の検討に関する認知度・関心度 

1) 公有用地の跡地が生じていることの認知度 

「知っていた」は79.0％に上り、概ね８割の市民に認知されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 跡地利活用の検討への関心度 

関心が「ある」が83.8％を占めており、８割以上の市民が関心を寄せている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある,

83.8%

（966）

ない,

14.0%

（161）

無回答,

2.3%

（26）

N=1153

知っていた,
79.0%

（911）

知らなかった,
20.2%

（233）

無回答,
0.8%

（9）

N=1153

▲ 跡地が発生していることの認知度 

問１．取手市では、小中学校の統廃合などに

より、学校跡地など、公有用地の跡地

が生じています。あなたは、このよう

な状況をご存知でしたか。該当する番

号１つに○印をつけてください。 

問２．取手市では、現在、公有用地の跡地の

有効な利活用方策について検討して

います。あなたは、公有用地の利活用

について関心がありますか。該当する

番号１つに○印をつけてください。 

▲ 跡地の利活用への関心度 
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3) 居住地域別の認知度・関心度 

地域別では、井野地域で「認知・関心あり」の割合が86.3％と最も高くなっており、東部地域、

戸頭地域、白山地域、山王地域、寺原地域、取手地域で70％を超えている。 

一方、「認知・関心あり」の割合が最も低いのは久賀地域（48.8％）であり、相馬地域、六郷地

域、稲戸井地域が低くなっている。 

「未認知・関心あり」は尐ないが、相馬地域で28.3％と高くなっている。 

 

72.7%
16.7%

75.1%
12.1%

80.0%
5.7%

86.3%
6.8%

73.0%
7.8%

60.6%
18.2%

79.2%
3.8%

67.9%
17.0%

48.8%
19.5%

75.0%
10.0%

52.6%
28.3%

58.2%
10.9%

61.5%
0.0%

69.9%
13.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

取手地域 N=150 認知・関心あり
未認知・関心あり

白山地域 N=173 認知・関心あり
未認知・関心あり

東部地域 N=35 認知・関心あり
未認知・関心あり

井野地域 N=117 認知・関心あり
未認知・関心あり

寺原地域 N=115 認知・関心あり
未認知・関心あり

稲戸井地域 N=99 認知・関心あり
未認知・関心あり

戸頭地域 N=130 認知・関心あり
未認知・関心あり

高須地域 N=53 認知・関心あり
未認知・関心あり

久賀地域 N=41 認知・関心あり
未認知・関心あり

山王地域 N=20 認知・関心あり
未認知・関心あり

相馬地域 N=152 認知・関心あり
未認知・関心あり

六郷地域 N=55 認知・関心あり
未認知・関心あり

無回答 N=13 認知・関心あり
未認知・関心あり

総計 N=1153 認知・関心あり
未認知・関心あり

 

 
▲ 居住地域別の跡地発生への認知度と利活用への関心度 
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（2）公有用地跡地の利活用のニーズ 

1) 公有用地の利活用を図っていくにあたり、目指すべき方向性 

「心をつなぐ温もりのあるまちづくり（高齢者福祉の充実、子育て支援・尐子化対策）」、「安心

して住みやすい魅力あるまちづくり（緑地・公園の充実、防災対策の充実）」が多くなっており、

それぞれ73.9％、62.6％を占めている。 

 

まちづくりの目標 目指すべき方向性 

水と緑を育み環境にや

さしいまちづくり 

・自然環境の保全 

・地球温暖化対策 

美と文化を創る心豊か

なまちづくり 

・市民の学習活動の支援 

・スポーツ活動の支援 

地域が活性化する産業

が躍動するまちづくり 

・地域振興 

・観光レクリエーションによる地域活

性化 

安心して住みやすい魅

力あるまちづくり 

・緑地、公園の充実 

・防災対策の充実 

心をつなぐ温もりのあ

るまちづくり 

・高齢者福祉の充実 

・子育て支援、尐子化対策 

みんなでつくる自主自

立のまちづくり 

・地域コミュニティの強化 

・ボランティア活動の支援 

効果的効率的な行政運

営 

・他の自治体や市外の大学との連携 

・民間活力の積極的な導入・活用 

13.1%

（144）

8.6%

（94）

12.9%

（142）

21.7%

（238）

34.5%

（378）

2.6%

（29）

6.7%

（73）

12.4%

（136）

12.4%

（136）

12.1%

（133）

24.0%

（263）

22.2%

（243）

8.5%

（93）

8.2%

（90）

14.0%

（154）

14.8%

（162）

12.6%

（138）

16.9%

（185）

17.2%

（189）

11.3%

（124）

12.2%

（134）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

水と緑を育み環境にやさしいまちづくり

美と文化を創る心豊かなまちづくり

地域が活性化する産業が躍動するまちづくり

安心して住みやすい魅力あるまちづくり

心をつなぐ温もりのあるまちづくり

みんなでつくる自主自立のまちづくり

効果的効率的な行政運営

1位

2位

3位

N=1097（無回答除外）

 

 

 

▲ 利活用検討にあたり目指すべき方向性 

問３．取手市では、第五次総

合計画において次に示

す７つの「まちづくり

の目標」を掲げていま

す。公有用地の利活用

を図っていくにあた

り、目指すべき方向性

としてふさわしいと思

うもの上位３つに１～

３の番号を記入してく

ださい。 
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2) 公有用地の跡地に持たせるべき機能 

「高齢者向け福祉施設」が 44.7％を占め、次いで「公園や広場」29.2％、「子育て支援施設」

29.0％、「地域の防災拠点となる施設」27.4％、「大規模な商業店舗」25.7％、「地域活動や交流、

生涯学習のための施設」25.5％などが多くなっている。 

 

 

 

 

 

4.1%（46）

4.2%（47）

25.7%（287）

7.2%（80）

6.9%（77）

2.2%（25）

29.0%（323）

19.2%（214）

29.2%（326）

44.7%（498）

27.4%（305）

21.7%（242）

25.5%（284）

18.2%（203）

17.6%（196）

3.8%（42）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他
N=1115（無回答除外）

 

 

 

 

問４．公有用地の跡地について、まちの活性化を図っていくためには、どのような機能を持たせ

た土地として利活用を図っていくのが効果的だと思いますか。次の中から、あてはまるも

のを３つまで選び、該当する番号に○印をつけてください。 

▲ まちの活性化のために持たせるべき土地の機能 
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3) 類似施設として現在利用している施設 

利用頻度が高い施設は、「週1回程度」以上の利用が８割を占める「商業店舗」や、「ほぼ毎日」

利用が38.1％を占める「子育て支援施設」などが挙げられる。「高齢者向け福祉施設」、「地域の運

動・スポーツ施設」、「地域活動や交流、生涯学習のための施設」、「文化施設や図書館」も概ね「2

週間に1回程度」以上利用されている。 

 

 

 

 

 

 

18.0%

25.9%

33.3%

12.5%

38.1%

1.5%

6.3%

3.6%

7.1%

1.0%

1.7%

100.0%

36.4%

29.6%

4.8%

12.5%

16.1%

22.3%

4.4%

10.4%

25.0%

25.8%

25.9%

33.3%

50.0%

9.5%

7.4%

34.4%

32.1%

28.6%

24.3%

19.1%

12.5%

11.1%

11.1%

33.3%

6.3%

9.5%

5.9%

9.4%

17.9%

20.0%

8.0%

33.0%

30.4%

50.0%

6.5%

7.4%

18.8%

14.3%

52.9%

18.8%

5.4%

20.0%

8.0%

16.5%

21.7%

2.3%

6.3%

9.5%

17.6%

10.9%

8.9%

7.1%

4.9%

9.6%

12.5%

6.3%

14.3%

14.7%

7.8%

16.1%

60.0%

18.8%

16.0%

7.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大規模な商業店舗 N＝217

小規模な商業店舗 N＝27

大学や専門学校 N＝3

私立中学校や小学校 N＝16

子育て支援施設 N＝21

病院や診療所 N＝68

公園や広場 N＝64

高齢者向け福祉施設 N＝56

地域の防災拠点となる施設 N＝5

地域の運動・スポーツ施設 N＝112

地域活動や交流、生涯学習のための施設 N＝206

文化施設や図書館 N＝115

企業への支援施設 N＝1

その他 N＝8

ほぼ毎日 ２～３日に１回程度 週１回程度 ２週間に１回程度

月に１回程度 ２～３か月に１回程度 年に数回程度

 

 

 

39

7

1

2

8

1

4

2

8

2

2

1

79

8

1

8

9

25

9

12

2

56

7

1
8

2

5

22

18

32

50

22

1

24

3

1

1
2

4

6

10

1

9

68

35

4

14

2

3

3

36

12

3

1
9

34

25

5

1

2

12

7

5

8

10

11

1

1

3

10

5

9

3

21

33

8

0 50 100 150 200 250

大規模な商業店舗 N＝217

小規模な商業店舗 N＝27

大学や専門学校 N＝3

私立中学校や小学校 N＝16

子育て支援施設 N＝21

病院や診療所 N＝68

公園や広場 N＝64

高齢者向け福祉施設 N＝56

地域の防災拠点となる施設 N＝5

地域の運動・スポーツ施設 N＝112

地域活動や交流、生涯学習のための施設 N＝206

文化施設や図書館 N＝115

企業への支援施設 N＝1

その他 N＝8

ほぼ毎日 ２～３日に１回程度 週１回程度 ２週間に１回程度

月に１回程度 ２～３か月に１回程度 年に数回程度

 

問５．問４で「３．」～「１６．」と回答された方にうかがいます。回答された施設と似た施設で、

現在利用されている施設があれば、具体的な施設名を左の欄にご記入ください（問４で○

をつけた各項目について、それぞれ１つずつ）。また、記入されたそれぞれの施設の利用頻

度について、右の欄の該当する番号１つに○印をつけてください。 

▲ 現在利用している類似施設の利用頻度（割合） 

▲ 現在利用している類似施設の利用頻度（回答者数） 
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（3）民間資本導入についての考え 

1) 民間資本を導入することについての考え 

最も多いのは「必要な部分は公共的に利用し、残りの部分は民間事業者に売却したり、貸したり

しても良い」の37.1％であり、次いで「市が所有を続け、公共的な用途として使うべき」の18.4％

となっている。 

「売却したり、貸したりしても良い」、「売却は避けるべきだが、貸すことは良い」、「必要な部分

は公共的に利用し、残りの部分は売却したり、貸したりしても良い」の合計で 70.6％を占めてお

り、民間資本を導入（売却又は賃貸）することについては、概ね7割の理解が得られている。 

 

 

 

 

民間に売却、賃貸

しても良い,

16.6%

（191）

民間への売却は

避けるが賃貸は

良い,

16.9%

（195）

必要部分は公共利用、他は民間に

売却、賃貸しても良い,

37.1%

（428）

市が所有し、公共的

な用途として使う,

18.4%

（212） わからない,

7.7%

（89）

その他,

1.2%

（14）

無回答,

2.1%

（24）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=1153

 

 

2) 市が公有用地の用途を限定した上で、民間資本を導入することについての考え 

市が用途を限定した場合においては、「売却したり、貸したりしても良い」、「売却は避けるべき

だが、貸すことは良い」の合計で 73.3％を占めており、市が用途を限定した場合、民間資本を導

入（売却又は賃貸）することへの理解が向上している。 

 

 

 

 

用途限定なら、民間に売却、賃

貸しても良い,

42.8%

（494）

用途限定でも民間への売却は

避けるが賃貸は良い,

30.5%

（352）

用途限定でも

市が所有し、

民間に売却、

賃貸しない,

11.9%

（137）

わからない,

9.6%

（111）
その他,

2.3%

（27）

無回答,

2.8%

（32）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=1153
 

問６．民間活力の有効活用、民間資本導入による効率的・効果的な行政運営、所有財産の縮減に

よる行政のスリム化などの観点から、公有用地の跡地の利活用にあたって民間資本を導入

することについてどう思いますか。該当する番号１つに○印をつけてください。 

▲ 民間資本導入の考え 

問７．計画的な土地利用を図ったり、地域の生活環境を守ったりする観点から、市が公有用地の

用途を限定した上で、民間資本を導入することについてどう思いますか。該当する番号１

つに○印をつけてください。 

▲ 市が用途を限定した場合の民間資本導入の考え 
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3) 将来的な施設の管理・運営主体についての考え 

将来的に整備された施設の管理・運営主体については、「民間事業者が管理・運営すべき」が

38.6％と最も多く、「市が管理・運営すべき」の34.8％を上回っている。 

 

 

 

市が管理・運営すべき,

34.8%

（401）

市民が運営・

管理すべき,

7.2%

（83）

民間事業者が管理・運営すべき,

38.6%

（445）

わからない,

11.9%

（137）

その他,

5.2%

（60）

無回答,

2.3%

（27）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=1153  
 

4) 将来的な施設の管理・運営に要する費用負担についての考え 

将来的に整備された施設の管理・運営に要する費用負担については、「施設利用者が負担すべき」

が 31.7％、「民間事業者が負担すべき」が 29.1％と多くなっており、施設利用者や民間事業者が

負担するべきという認識が浸透していると考えられる。 

 

 

 

 

市税で負担すべき,

14.7%

（170）

施設利用者が負担すべき,

31.7%

（366）

民間事業者が負担すべき,

29.1%

（335）

わからない,

13.4%

（154）

その他,

9.0%

（104）

無回答,

2.1%

（24）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=1153
 

 

問８．将来的に、公有用地の跡地に整備された施設の管理・運営について、どのようにするのが

良いと思いますか。該当する番号１つに○印をつけてください。 

▲ 将来的な施設の管理・運営主体 

問９．将来的に、公有用地の跡地に整備された施設の管理・運営に要する費用について、どのよ

うにするのが良いと思いますか。該当する番号１つに○印をつけてください。 

▲ 将来的な施設の管理・運営に要する費用負担 
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（4）居住地域別の民間資本導入についての考え 

1) 民間資本を導入することについての考え 

高頇地域で「民間に売却、賃貸しても良い」が32.1％を占め、突出して高い割合となっている。

「市が所有し、公的な用途として使う」の割合が高いのは、東部地域42.9％、戸頭地域31.5％と

なっている。 

20.0 

17.3 

11.4 

18.8 

14.8 

12.1 

11.5 

32.1 

17.1 

20.0 

14.5 

16.4 

15.4 

16.6 

20.0 

16.2 

11.4 

21.4 

13.0 

16.2 

13.1 

17.0 

17.1 

15.0 

22.4 

10.9 

7.7 

16.9 

38.7 

42.2 

28.6 

34.2 

40.0 

42.4 

29.2 

26.4 

39.0 

25.0 

34.2 

52.7 

38.5 

37.1 

12.0 

15.6 

42.9 

17.1 

23.5 

15.2 

31.5 

18.9 

9.8 

20.0 

15.8 

9.1 

15.4 

18.4 

5.3 

3.5 

2.9 

6.8 

7.8 

13.1 

11.5 

3.8 

12.2 

20.0 

6.6 

10.9 

15.4 

7.7 

2.0 

1.7 

0.9 

1.0 

0.8 

1.9 

2.6 

1.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

無回答 N=13

計 N=1153

民間に売却、賃貸しても良い 民間への売却は避けるが賃貸は良い

必要部分は公共利用、他は民間に売却、賃貸しても良い 市が所有し、公共的な用途として使う

わからない その他

問⑤

問6

 

 

2) 市が公有用地の用途を限定した上で、民間資本を導入することについての考え 

「用途限定なら民間に売却、賃貸しても良い」は各地域で大幅に上昇している。 

49.3 

42.8 

28.6 

41.0 

41.7 

45.5 

36.9 

49.1 

36.6 

35.0 

43.4 

49.1 

46.2 

42.8 

27.3 

34.1 

34.3 

34.2 

31.3 

28.3 

24.6 

26.4 

36.6 

30.0 

33.6 

25.5 

30.8 

30.5 

11.3 

6.9 

25.7 

9.4 

8.7 

10.1 

24.6 

15.1 

9.8 

15.0 

11.2 

7.3 

11.9 

6.7 

8.1 

5.7 

12.8 

14.8 

13.1 

7.7 

7.5 

12.2 

20.0 

5.9 

12.7 

7.7 

9.6 

2.7 

4.0 

0.9 

1.7 

3.0 

2.3 

1.9 

2.6 

3.6 

2.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

無回答 N=13

計 N=1153

用途限定なら、民間に売却、賃貸しても良い 用途限定でも、民間への売却は避けるが、賃貸は良い

用途限定でも市が所有し、民間に売却、賃貸すべきでない わからない

その他

問⑤

問7

 

▲ 居住地域別の民間資本導入の考え 

▲ 市が用途を限定した場合の居住地域別の民間資本導入の考え 
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3) 将来的な施設の管理・運営主体についての考え 

大半の地域で「民間事業者が管理・運営すべき」が「市が管理・運営すべき」を上回っている。

「市が管理・運営すべき」が多いのは、東部地域、戸頭地域、山王地域、相馬地域となっている。 

33.3 

31.8 

45.7 

33.3 

36.5 

30.3 

36.2 

35.8 

31.7 

35.0 

40.8 

30.9 

30.8 

34.8 

8.0 

6.4 

11.4 

7.7 

5.2 

7.1 

10.0 

3.8 

12.2 

10.0 

3.9 

9.1 

7.7 

7.2 

37.3 

39.3 

34.3 

44.4 

40.0 

39.4 

33.8 

37.7 

41.5 

25.0 

37.5 

43.6 

38.5 

38.6 

12.7 

12.1 

2.9 

8.5 

12.2 

15.2 

16.2 

15.1 

9.8 

20.0 

7.2 

12.7 

15.4 

11.9 

6.0 

6.9 

2.9 

2.6 

5.2 

8.1 

2.3 

7.5 

10.0 

6.6 

3.6 

5.2 

2.7 

3.5 

2.9 

3.4 

0.9 

1.5 

4.9 

3.9 

7.7 

2.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

無回答 N=13

計 N=1153

市が管理・運営すべき 市民が運営・管理すべき 民間事業者が管理・運営すべき わからない その他 無回答

問⑤

問8

 

 

4) 将来的な施設の管理・運営に要する費用負担についての考え 

管理・運営の費用負担については、ほとんどの地域で「施設利用者が負担すべき」、「民間事業者

が負担すべき」が多く、「市税で負担すべき」は尐ない傾向が見られる。 

その中で東部地域、山王地域では、「市税で負担すべき」が25％程度となっている。 

 

11.3 

13.9 

25.7 

16.2 

15.7 

12.1 

20.0 

11.3 

14.6 

25.0 

11.8 

14.5 

15.4 

14.7 

35.3 

28.3 

34.3 

33.3 

32.2 

31.3 

32.3 

37.7 

34.1 

20.0 

31.6 

23.6 

30.8 

31.7 

27.3 

29.5 

22.9 

30.8 

31.3 

27.3 

27.7 

28.3 

29.3 

25.0 

29.6 

34.5 

30.8 

29.1 

12.0 

10.4 

11.4 

10.3 

12.2 

21.2 

13.1 

13.2 

17.1 

20.0 

13.2 

16.4 

7.7 

13.2 

12.0 

12.7 

2.9 

7.7 

7.8 

8.1 

6.2 

7.5 

2.4 

10.0 

9.2 

10.9 

7.7 

8.9 

2.0 

5.2 

2.9 

1.7 

0.9 

0.8 

1.9 

2.4 

4.6 

7.7 

2.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

無回答 N=13

計 N=1153

市税で負担すべき 施設利用者が負担すべき 民間事業者が負担すべき わからない その他 無回答

問⑤

問9

 

▲ 居住地域別の将来的な施設の管理・運営主体 

▲ 居住地域別の将来的な施設の管理・運営に要する費用負担 
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（5）民間資本の導入と管理・運営の考え方 

1) 民間資本の導入と将来的な施設の管理・運営主体の考え 

「必要な部分は公共利用、他は民間に売却・賃貸して良く、民間事業者が運営・管理すべき」

（16.4％）が最も多く、次いで「市が所有して公的な用途として使い、市が管理・運営すべき」

（12.9％）、「民間に売却・賃貸して良く、民間事業者が管理・運営すべき」（11.5％）、「必要な部

分は公共利用、他は民間に売却・賃貸して良いが、市が運営・管理すべき」（11.3％）と続いてい

る。 

「必要な部分は公共利用、他は民間に売却・賃貸して良いが、市・民間事業者がそれぞれ管理・

運営すべき」で27.7％を占めると解釈でき、必要な公共的機能を残しつつ、民間事業者への売却・

賃貸によって運営・管理を移行していく方法に一定程度の理解が見受けられる。 

 
▲ 民間資本導入に対する考え(問 6)と将来的な施設の管理・運営主体(問 8) 

 

一方、市が用途を限定する場合では、「民間に売却・賃貸して良く、民間事業者が管理・運営す

べき」が11.5%から24.8%へと大きく上昇している。 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

市

市民

民間事業者

わからない

その他

10.7 

24.8 

4.4 

13.7 

11.3 8.2 

5.2 

問7：用途を限定した場合の民間資本導入に対する考え

問8：将来的な施設

の管理・運営

N＝1113

 

▲ 用途を限定した場合の民間資本導入に対する考え(問 7)と将来的な施設の管理・運営主体(問 8) 
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2) 将来的な施設の管理・運営主体と管理・運営費用の負担の考え 

「民間事業者が管理・運営し、民間事業者が費用負担すべき」（25.7％）が最も多くなっている。

次いで、「市民が管理・運営し、市が費用負担すべき」（14.8％）、「市が管理・運営し、市が費用

負担すべき」（12.1％）、「市民が管理・運営し、民間事業者が費用負担すべき」（10.3％）となっ

ている。 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

市が負担

施設利用者が負担

民間事業者が負担

わからない

その他

12.1 
14.8 

4.7 
10.3 

25.7 

3.3 
8.7 

3.9 

問8：将来的な施設の管理・運営

問9：将来的な施設

の管理・運営費用

N＝1122

 
 

▲ 将来的な施設の管理・運営主体(問 8)と管理・運営費用の負担(問 9) 

 

「必要な部分は公共的に利用し、残りの部分は民間事業者に売却したり、貸したりしても良く、

施設利用者が費用負担すべき」が13.3％となっており、「必要な部分は公共的に利用し、残りの部

分は民間事業者に売却したり、貸したりしても良く、民間事業者が費用負担すべき」12.0%、「民

間事業者に売却・賃貸しても良く、民間事業者が費用負担すべき」（9.3％）と続いている。 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

市が負担

施設利用者が負担

民間事業者が負担

わからない

その他

3.9 
9.3 

6.6 

6.0 

4.2 

13.3 

12.0 

4.4 

4.2 

6.9 
7.2 

4.8 

問6：民間資本導入に対する考え

問9：将来的な施設

の管理・運営費用

N＝1124

 

 

▲ 民間資本導入に対する考え(問 6)と将来的な施設の管理・運営費用の負担(問 9) 
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市が用途を限定する場合は、「民間事業者に売却・賃貸しても良く、民間事業者が費用負担すべ

き」（19.6％）が最も多く、「民間事業者に売却・賃貸しても良く、施設利用者が費用負担すべき」

（12.5％）、「民間事業者に賃貸することは良く、施設利用者が費用負担すべき」（12.5％）と続い

ている。 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

市が負担

施設利用者が負担

民間事業者が負担

わからない

その他

4.0 

12.5 

19.6 

3.9 

3.9 

5.6 

12.5 

7.5 

3.0 

4.2 
5.3 

5.6 

問7：用途を限定した場合の民間資本導入に対する考え

問9：将来的な施設

の管理・運営費用

N＝1116

 

 

▲ 用途を限定した場合の民間資本導入に対する考え(問 7)と将来的な施設の管理・運営費用の負担(問 9) 
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（6）年代別による跡地に持たせるべき機能 

年代別では、若い年代ほど「子育て支援施設」、「公園や広場」が多く、高齢世代ほど「高齢者向

け福祉施設」が多くなっている。その他、20 歳代では、「マンションなどの集合住宅」が多く、

30歳代では「大規模な店舗」が特に多くなっている。 

特定の施設で見ると、「病院や診療所」は高齢世代、特に70歳以上で多く、逆に「地域の運動・

スポーツ施設」の回答は尐なくなる。「地域活動や交流、生涯学習の施設」は 20 歳代の回答が尐

なくなっている。 

4.0%

8.0%

34.0%

8.0%

6.0%

0.0%

36.0%

14.0%

38.0%

16.0%

28.0%

32.0%

10.0%

28.0%

16.0%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

20歳代 N=50

8.2%

4.1%

37.7%

9.0%

8.2%

3.3%

38.5%

13.9%

41.8%

18.0%

19.7%

24.6%

18.0%

17.2%

13.9%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

30歳代 N=122

4.5%

5.1%

30.6%

3.8%

7.0%

3.8%

26.1%

16.6%

36.3%

30.6%

26.8%

32.5%

23.6%

19.1%

14.0%

6.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

40歳代 N=157

3.2%

5.2%

23.9%

7.1%

9.0%

2.6%

26.5%

14.8%

23.2%

38.1%

32.9%

20.6%

25.8%

15.5%

20.6%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

50歳代 N=155

2.7%

5.1%

24.0%

6.6%

6.6%

1.5%

27.6%

17.4%

24.6%

51.1%

25.5%

20.4%

25.8%

15.9%

19.5%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

60歳代 N=333

3.4%

1.5%

17.3%

7.7%

5.3%

1.9%

25.7%

24.8%

24.1%

57.9%

26.6%

13.3%

28.8%

18.6%

15.2%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

70歳以上 N=323

 
▲ 年代別(問②)の効果的な土地の機能(問 4)の回答 
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（7）居住地域別の跡地に持たせるべき機能 

旧取手一中跡地、井野小跡地が位置する井野地域は、市全体と比較して、「戸建住宅」、「公園や

広場」、「地域の運動・スポーツ施設」、「地域活動や交流、生涯学習の施設」と回答する割合が高く

なっている。 

4.7%

4.7%

22.0%

4.7%

7.3%

1.3%

26.0%

14.0%

31.3%

40.7%

19.3%

32.0%

21.3%

28.7%

18.0%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

取手地域 N=150

5.8%

5.2%

32.4%

7.5%

6.9%

1.7%

27.2%

17.9%

25.4%

43.9%

19.1%

19.1%

28.9%

17.9%

17.3%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

白山地域 N=173

2.9%

5.7%

8.6%

5.7%

5.7%

2.9%

22.9%

14.3%

37.1%

34.3%

42.9%

31.4%

37.1%

14.3%

14.3%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

東部地域 N=35

7.7%

5.1%

24.8%

6.8%

6.8%

1.7%

20.5%

20.5%

33.3%

41.0%

22.2%

24.8%

23.9%

17.1%

14.5%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

井野地域 N=117

5.2%

4.3%

29.6%

5.2%

3.5%

4.3%

30.4%

12.2%

29.6%

52.2%

25.2%

15.7%

24.3%

18.3%

16.5%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

寺原地域 N=115

1.0%

3.0%

25.3%

11.1%

7.1%

3.0%

34.3%

14.1%

33.3%

46.5%

20.2%

15.2%

27.3%

20.2%

16.2%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

稲戸井地域 N=99

 

▲ 居住地域別(問⑤)の効果的な土地の機能(問 4)の回答（1/2） 
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2.3%

3.1%

19.2%

3.1%

6.2%

1.5%

31.5%

21.5%

20.8%

50.8%

32.3%

20.8%

23.8%

20.0%

12.3%

6.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

戸頭地域 N=130

0.0%

1.9%

30.2%

11.3%

7.5%

1.9%

24.5%

24.5%

26.4%

39.6%

32.1%

24.5%

18.9%

17.0%

18.9%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

高須地域 N=53

2.4%

4.9%

19.5%

12.2%

0.0%

0.0%

24.4%

22.0%

26.8%

46.3%

34.1%

17.1%

29.3%

12.2%

12.2%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

久賀地域 N=41

10.0%

5.0%

25.0%

0.0%

5.0%

5.0%

20.0%

5.0%

25.0%

30.0%

55.0%

25.0%

35.0%

5.0%

20.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

山王地域 N=20

2.0%

3.9%

25.0%

7.9%

9.2%

2.0%

35.5%

27.6%

25.0%

37.5%

30.9%

15.1%

21.7%

11.2%

20.4%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

相馬地域 N=152

0.0%

1.8%

21.8%

10.9%

10.9%

3.6%

21.8%

21.8%

32.7%

32.7%

34.5%

21.8%

21.8%

5.5%

25.5%

5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

戸建住宅

マンションなどの集合住宅

大規模な商業店舗

小規模な商業店舗

大学や専門学校

私立中学校や小学校

子育て支援施設

病院や診療所

公園や広場

高齢者向け福祉施設

地域の防災拠点となる施設

地域の運動・スポーツ施設

地域活動や交流、生涯学習の施設

文化施設や図書館

企業への支援施設

その他

六郷地域 N=55

 

▲ 居住地域別(問⑤)の効果的な土地の機能(問 4)の回答（2/2） 
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▲ 効果的な土地の機能(問 4)の用途ごとの居住地域別(問⑤)回答割合（1/2）

4.7%

5.8%

2.9%

7.7%

5.2%

1.0%

2.3%

0.0%

2.4%

10.0%

2.0%

0.0%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

計 N=1153

戸建住宅

4.7%

5.2%

5.7%

5.1%

4.3%

3.0%

3.1%

1.9%

4.9%

5.0%

3.9%

1.8%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

計 N=1153

マンションなどの集合住宅

22.0%

32.4%

8.6%

24.8%

29.6%

25.3%

19.2%

30.2%

19.5%

25.0%

25.0%

21.8%

24.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

計 N=1153

大規模な商業店舗

4.7%

7.5%

5.7%

6.8%

5.2%

11.1%

3.1%

11.3%

12.2%

0.0%

7.9%

10.9%

6.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

計 N=1153

小規模な商業店舗

7.3%

6.9%

5.7%

6.8%

3.5%

7.1%

6.2%

7.5%

0.0%

5.0%

9.2%

10.9%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

計 N=1153

大学や専門学校

1.3%

1.7%

2.9%

1.7%

4.3%

3.0%

1.5%

1.9%

0.0%

5.0%

2.0%

3.6%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

計 N=1153

私立中学校や小学校

26.0%

27.2%

22.9%

20.5%

30.4%

34.3%

31.5%

24.5%

24.4%

20.0%

35.5%

21.8%

28.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

計 N=1153

子育て支援施設

14.0%

17.9%

14.3%

20.5%

12.2%

14.1%

21.5%

24.5%

22.0%

5.0%

27.6%

21.8%

18.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

計 N=1153

病院や診療所
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▲ 効果的な土地の機能(問 4)の用途ごとの居住地域別(問⑤)回答割合（2/2） 

31.3%

25.4%

37.1%

33.3%

29.6%

33.3%

20.8%

26.4%

26.8%

25.0%

25.0%

32.7%

28.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

計 N=1153

公園や広場

40.7%

43.9%

34.3%

41.0%

52.2%

46.5%

50.8%

39.6%

46.3%

30.0%

37.5%

32.7%

43.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

計 N=1153

高齢者向け福祉施設

19.3%

19.1%

42.9%

22.2%

25.2%

20.2%

32.3%

32.1%

34.1%

55.0%

30.9%

34.5%

26.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

計 N=1153

地域の防災拠点となる施設

32.0%

19.1%

31.4%

24.8%

15.7%

15.2%

20.8%

24.5%

17.1%

25.0%

15.1%

21.8%

21.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

計 N=1153

地域の運動・スポーツ施設

21.3%

28.9%

37.1%

23.9%

24.3%

27.3%

23.8%

18.9%

29.3%

35.0%

21.7%

21.8%

24.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

計 N=1153

地域活動や交流、生涯学習の施設

28.7%

17.9%

14.3%

17.1%

18.3%

20.2%

20.0%

17.0%

12.2%

5.0%

11.2%

5.5%

17.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

計 N=1153

文化施設や図書館

18.0%

17.3%

14.3%

14.5%

16.5%

16.2%

12.3%

18.9%

12.2%

20.0%

20.4%

25.5%

17.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

計 N=1153

企業への支援施設

2.7%

3.5%

2.9%

0.9%

3.5%

4.0%

6.2%

0.0%

4.9%

0.0%

5.9%

5.5%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取手地域 N=150

白山地域 N=173

東部地域 N=35

井野地域 N=117

寺原地域 N=115

稲戸井地域 N=99

戸頭地域 N=130

高須地域 N=53

久賀地域 N=41

山王地域 N=20

相馬地域 N=152

六郷地域 N=55

計 N=1153

その他


